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「米国通商政策史」と名付けられた本書は，

植民地の時代から現在までに実施された通商政

策の背後にある経済・政治的な要因を探求して

いる。本書は全体で 900 ページを超える大部の

書籍であり，著者の丁寧かつ詳細な説明に驚か

されるが，その翻訳も大変な労苦があったと推

察される。

著者によれば，米国の通商政策の歴史は目標

別に 3 つの時代に区分できる。「連邦政府の設

立から南北戦争まで」の第 1 の時代は，税収

（Revenue）の 9 割を占める関税収入を引き上

げることを目標としていた。「南北戦争から大

恐慌まで」の第 2の時代は，外国との競争から

国内生産者を守るために輸入を規制（Restric-

tion）することを目指していた。「大恐慌から

現在まで」の第 3の時代は，輸出拡大のために

貿易障壁を削減し互恵主義（Reciprocity）を

追求した時期であった。著者は米通商政策史

を，1860 年代前半の「南北戦争」と 1929 年

〜1930 年代にかけての「大恐慌」の 2 つの出

来事で線引きしている。

「3つの R」に区分された米国通商政策の歴史

を，「課税対象の輸入品目の平均関税率」の動き

で見てみると，第 1の時代（1790年〜1860 年）の

初めは 20％程度であった。その後，北部の産業

保護のための高関税政策により 1820 年後半に

は 60％に上昇したが，それから下降に転じ南

北戦争直前には 20％を下回る水準に下落した。

第 2 の時代（1860 年〜1934 年）では，南北

戦争後に高関税を支持した共和党へ政権が移行

したことから平均関税率は 50％に上昇し，そ

れが数十年も続いた。その後，第 1次世界大戦

（1914 年〜1918 年）の最中には 20％弱まで下

落したものの，大恐慌時には 60％にまで急上

昇した。

第 3の時代（1934 年〜現在）では，大統領に

諸外国との関税削減交渉の権限を与えた「1934

年互恵通商協定法」をきっかけに，大恐慌で跳

ね上がった平均関税率は急速に下落した。その

結果，1950 年代初めまでには 10％，1970 年代

後半には現在の水準となる約 5％に低下した。

2016 年に就任したトランプ前大統領は，通

商政策の目標として，「相互の関税・非関税障

壁の削減」よりも，「貿易収支や投資機会の均

衡」を求める互恵主義を採用した。これによ

り，米通商法に基づく鉄鋼・アルミへの制裁関

税や中国への追加関税（最大 25％）が発動さ

れ，高関税の時代に戻ったかのようなインパク

トを与えた。

一方，バイデン大統領は「関税削減を含む市

場アクセス」を除外した「インド太平洋経済枠

組み（IPEF）」の形成を目指している。過去だ

けでなく，こうした近年の新たな米国の通商政

策の潮流も正確に分析し評価するには，本書を

しっかりと読みこなすことが欠かせないと思わ

れる。 （たかはし としき）
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